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                                            ２ 豊かな人生を送るために「人生会議」の普及啓発を推進する条例について 

  本条例については、令和元年度、協議会としての約９ヶ月間の検討を経て、条例案

をまとめました。 

  これを受け、令和２年第２回定例会に上程し、可決、成立しました。 

  この条例の制定により、人生会議の正しい理解の下、県民一人一人が人生の質を高

められ、豊かな人生を送ることのできる大分県の実現に寄与することが期待されます。  

    

３ 政務活動費について 

政務活動費については、議員活動の活発化に資するという趣旨に基づき、透明性の

確保や向上を図るため、下記のとおり、令和元年度、令和２年度それぞれで検討項目

を設定し、議論を行いました。今後も必要に応じて検証・見直しを行う必要がありま

す。 

 (１) 令和元年度 

令和元年度の検討内容については、別紙２のとおり、令和２年５月、交通費

・宿泊費のキャンセル料への政務活動費の充当を認めること、自家用車のリー

ス料について充当上限額を設けること、当該リース車に係る所有権の移転を不

可とする見直しを行う必要があること等の報告を行ない、同年６月には、これ

らの報告に基づき、政務活動費使途基準マニュアルの改正が行われたところで

す。 

(２) 令和２年度 

令和２年度は、下記の３点について検討を行いました。 

①議員が所有する物件を事務所として使用する場合の損耗費用の取扱い 

②議員が所有する自家用車の損耗費用の取扱い 

③宿泊料金の上限額（１泊当たり１３，７００円）の取扱い 

①及び②については、過去の経緯や全国状況等を踏まえ、これまで同様、議

員所有物件や議員が所有する自家用車の損耗費用への政務活動費の充当を認め

ないことが適当であるとしました。 

③については、これまでの調査研究活動において、宿泊料の一時的な高騰等

により、宿泊料金上限額内での宿泊が困難な事例があったことから検討が行わ

れたものです。 

政務活動費の宿泊料金の上限額については、大分県議会議員の議員報酬及び

費用弁償条例（昭和２２年大分県条例第１０号）や職員等の旅費に関する条例

（昭和２６年大分県条例第２８号）を根拠としており、それらの条例における

運用と整合を図る必要があります。 

このため、条例との整合性が図られている現行の宿泊料金の上限額について

は見直しを行わないこととした一方で、職員等の旅費の取扱いに準じ、宿泊料

の一時的な高騰等の特別の事情により、当該上限額内での宿泊が困難である場

合においては、社会通念上妥当と考えられる範囲内で政務活動費を充当できる

よう見直しを行うことが適当であるとし、別紙３のとおり政務活動費使途基準

マニュアルの改正案を策定しました。 

 

４ 海外調査研究について 

海外調査研究については、新型コロナウイルス感染症の拡大により、実施すべき状

況にないことから、実施に向けた議論は行いませんでした。 
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                                            ５ 一般質問・質疑の在り方について 

一般質問・質疑の在り方について、県議会の諸課題等の一つとして委員から発言機

会や回数の見直しの提案があり、令和元年度から２年度にかけて、別添の資料（別紙

４）などによりこれまでの経緯を調査し、協議を行いました。 

協議では以下のような意見がありました。 

・会派人数に応じて質問枠を割り振るのは、執行部の負担軽減という観点からも合 

  理的なやり方である。 

・全議員が質問できた市議会では、多くの質問者が出ることで、質問の重複調整な 

  どにかなりの事務負担が生じていたので、現状のままでよい。 

・一般質問をするのは議員個人の権利であり、希望者全員が質問できるよう、  

  枠を増やすべき。また質問日数は１日でも２日でも増やすべき。 

・会派の一般質問枠の有無にかかわらず、質疑ができるようにするべき。 

・代表質問でも再質問できるようにするべき。 

以上のように、一般質問・質疑の在り方の見直しについては、賛否両論があり、本

協議会では一定の方向性を見いだすことはできませんでした。今後は、一般質問・質

疑の在り方について定める議会運営要領を所管する議会運営委員会において、適切に

対応されるべきものと考えます。 
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                                            令和２年度政策検討協議会 開催経過 
 

 
 
第１１回 日 時：令和２年４月２１日（火） 
     議 題：政務活動費について 

今年度の検討テーマ及び進め方について 
 

 
第１２回 日 時：令和２年６月２４日（水） 
     議 題：手話言語条例に係る講師による説明について 
                （大分県聴覚障害者センター施設長 奈須 博幸 氏） 
        （大分大学教育学部附属特別支援学校長 後藤 みゆき 氏） 
   
 
県内事務調査 日 時：令和２年７月２７日（月） 
     調査先：大分県立聾学校 
         大分県聴覚障害者センター 
         大分県聴覚障害者協会との意見交換 
     内 容：手話言語条例について    
             
 
第１３回 日 時：令和２年９月１５日（火） 
     議 題：大分県手話言語条例（仮称）骨子案について 
                政務活動費について 
         一般質問・質疑の在り方について 
 
 
第１４回 日 時：令和２年１０月２９日（木） 
     議 題：大分県手話言語条例（仮称）案について 
         政務活動費について 
 
 
第１５回 日 時：令和２年１２月２日（水） 
     議 題：大分県手話言語条例（仮称）のパブリックコメントについて 
         政務活動費について 
 
 
【パブリックコメントの実施：令和２年１２月２１日（月）～令和３年１月２２日（金）】 

 
 
第１６回 日 時：令和３年２月１日（月） 
     議 題：大分県手話言語条例（仮称）について 
         政務活動費について 
         令和２年度政策検討協議会報告書（案）について 
         今後のスケジュールについて 
 
 
手話講座 日 時：令和３年３月５日（月） 
     内 容：ろう者とコミュニケーションを図るための簡単な手話の習得等 
 
 
第１７回 日 時：令和３年３月５日（月） 
     議 題：大分県手話言語条例逐条解説について 
         政務活動費について 
         令和２年度政策検討協議会報告書について 
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大分県手話言語条例 
     

（前文） 

手話は、音声言語と異なる語彙及び文法体系を有し、手指の動き、表

情等により視覚的に表現される言語である。人間にとって言語は、思考、

感情及びコミュニケーションの基盤であることから、手話を必要とする

人が手話を獲得し、又は習得し、使用できる環境を整備することは極め

て重要である。 

聴覚障がい教育の歴史を顧みると、読唇と発声訓練を中心とする口話

法が推進されるあまり手話の使用が制約された時期もあったが、ろう者

は手話を大切に受け継ぎ、手話を言語として健全で心豊かな日常生活及

び社会生活を営んできた。 

近年、言語には手話その他の形態の非音声言語が含まれることを明記

した障害者の権利に関する条約が国際連合総会で採択され、我が国でも

障害者基本法において、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）

その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されると

ともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大

が図られること」が基本原則の一つとして定められ、手話が言語である

ことが明確にされた。本県においても、「障がいのある人もない人も心豊

かに暮らせる大分県づくり条例」において同趣旨の規定を設け、全ての

障がい者が障がいの特性に応じた意思疎通手段を選択し、利用しやすい

環境づくりを進めている。 

しかしながら、本県において、手話が日本語とは異なる語彙や文法体

系を有する言語であり、また、ろう者にとって思考、感情及びコミュニ

ケーションの基盤であって、成長していくために必要不可欠なものであ

るという理解は、十分に広まっているとは言えない。 

本県ではこれまで、障がい者の雇用促進、芸術文化やスポーツを通じ

た社会参加の推進など、障がい者が安心して自立した生活を送れる社会

づくりに積極的かつ先進的に取り組んできた。これらの取組の一環とし

て、県民が手話についての理解を深め、手話を必要とする人が手話を獲

得し、又は習得する機会を確保し、手話による円滑な意思疎通のための

環境を整備することにより、障がいのある人とない人が相互に人格と個

性を尊重し、歩み寄りながら共生する社会を実現するため、この条例を

制定する。 
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別紙１



 

（目的） 

第１条 この条例は、手話の普及等（手話に対する理解の促進、手話を必

要とする人が手話を獲得し、又は習得する機会の確保及び手話による円

滑な意思疎通のための環境の整備をいう。以下同じ。）について、基本

理念を定め、県の責務並びに県民及び事業者の役割を明らかにするとと

もに、手話の普及等に関する施策の基本的な事項を定めることにより、

もって全ての県民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第２条 手話の普及等は、手話が独自の言語であって、ろう者にとって思

考、感情及びコミュニケーションの基盤として必要不可欠であるととも

に、ろう者が健全で心豊かな日常生活及び社会生活を営むために大切に

受け継いできた文化的所産であるとの認識の下に行われなければなら

ない。 

２ 手話の普及等は、ろう者とろう者以外の者が相互に人格と個性を尊重

し、歩み寄りながら共生することを基本として行われなければならない。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、ろう者が日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会

における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去について必要

かつ合理的な配慮を行うとともに、手話の普及等に関する総合的な施策

を実施するものとする。 

２ 県は、手話の普及等に当たっては、市町村その他の関係機関と連携を

図るとともに、ろう者、手話通訳者等の協力を得るよう努めるものとす

る。 

 

（県民の役割） 

第４条 県民は、基本理念にのっとり、手話に対する理解を深めるよう努

めるものとする。 
２ 県民は、基本理念にのっとり、その手話に関する知識及び技術に応じ

て手話の普及に努めるものとする。 
 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、ろう者に対しサービスを提供す

るとき、又はろう者を雇用するときは、手話の使用に関し合理的な配慮

を行うよう努めるものとする。 
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（施策の策定及び実施） 

第６条 県は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第２項

の都道府県障害者計画において、手話の普及等に関し必要な施策を定め、

これを実施するものとする。 

２ 県は、前項の施策を定め、又は変更しようとするときは、ろう者の意

見を聞くものとする。 

 

（手話を獲得し、又は習得する機会の確保） 

第７条 県は、市町村その他の関係機関、ろう者、手話通訳者等と連携し、

手話を必要とする人が乳幼児期からその家族等と共に手話を獲得し、又

は習得する機会を確保するよう努めるものとする。 

 

（手話を学ぶ機会の確保） 

第８条 県は、市町村その他の関係機関、ろう者及び手話通訳者等と連携

し、県民が手話に対する理解を深め手話を学ぶ機会の確保を図るものと

する。 

 

（手話を用いた情報発信等） 

第９条 県は、ろう者が県政に関する情報を円滑に取得することができる    

よう、手話を用いた情報発信に努めるものとする。  

２ 県は、災害その他非常の事態の場合に、ろう者が手話等により自身の

安全確保に必要な情報を速やかに取得し、及び円滑に意思疎通を図るこ

とができるよう、市町村その他の関係機関との連携等必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

（手話通訳者等の養成等） 

第１０条 県は、市町村その他の関係機関と連携し、手話通訳者等の養成

及び確保並びにその技術の向上を図るものとする。 

 

（手話通訳者の派遣体制の整備） 

第１１条 県は、市町村その他の関係機関と連携し、ろう者が手話通訳者

の派遣等による意思疎通支援を受けられる体制の整備を図るものとす

る。 

 

（学校等における取組） 

第１２条 聴覚に障がいのある乳幼児、児童及び生徒（以下この条におい

て「聴覚障がい児」という。）が通学等をしている学校等の設置者は、

聴覚障がい児の実態に合わせて適切な意思疎通手段を選択し、又は組み
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合わせて教育又は保育（以下この条において「教育等」という。）を行

うよう努めるものとし、当該聴覚障がい児の教育等に関わる教職員が手

話に関する知識及び技術を身に付けるために必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

２ 聴覚障がい児が通学等をしている学校等の設置者は、聴覚障がい児及

びその保護者に対する手話に関する学習の機会の提供並びに教育等に

関する相談及び支援に努めるものとする。  

３ 特別支援学校（聴覚障がい児に対して教育を行うものに限る。）の設

置者は、手話を必要とする聴覚障がい児が手話を学び、かつ手話を使用

して学ぶことができるよう、手話に通じた教職員の育成に努めるものと

する。 

４ 県は、児童及び生徒が学校において基本理念及び手話に対する理解
を深めるため、地域の実情に応じて手話に関する啓発その他の必要な
措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（事業者への支援） 

第１３条 県は、第５条の規定により手話の使用に関し合理的な配慮を行

う事業者に対し、情報の提供、助言その他の必要な支援を行うものとす

る。 

 

（手話に関する調査研究） 

第１４条 県は、ろう者、手話通訳者等が手話の発展に資するために行う

手話に関する調査研究の推進及びその成果の普及に協力するものとす

る。 

 

（手話の普及等に当たっての配慮） 

第１５条 県は、手話の普及等に当たっては、聴覚に障がいのある手話以

外の意思疎通手段を使用する者に十分に配慮するものとする。 

２ 県は、手話の普及等に当たっては、外国人のろう者に配慮するよう努

めるものとする。 

 

（財政上の措置） 

第１６条 県は、手話の普及等に関する施策を推進するため、必要な財政

上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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を

見
る

と
、

全
て

の
県

で
、

海
外

へ
の

調
査

研
究

へ
の

充
当

が
認

め
ら

れ
て

い
る

。

①
公

費
に

よ
る

海
外

調
査

研
究

性
格

：
協

議
調

整
の

場
で

の
議

論
等

を
踏

ま
え

、
議

会
の

意
思

に
基

づ
き

派
遣

成
果

の
公

開
：
参

加
議

員
全

員
で

報
告

書
を

作
成

し
、

報
告

会
を

開
催

す
る

と
と

も
に

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
公

開
②

政
務

活
動

費
に

よ
る

調
査

性
格

：
議

員
・
会

派
に

よ
る

自
主

的
な

調
査

研
究

活
動

の
一

環
成

果
の

公
開

：
参

加
議

員
が

報
告

書
を

作
成

し
、

政
務

活
動

費
の

会
計

帳
簿

と
と

も
に

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
公

開

・
　

公
費

に
よ

る
派

遣
は

議
決

に
基

づ
く
も

の
で

あ
る

の
に

対
し

、
政

務
活

動
費

に
よ

る
調

査
は

、
会

派
が

自
主

的
に

行
う

も
の

で
あ

り
各

会
派

の
判

断
に

任
せ

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
こ

と
、

ま
た

成
果

と
し

て
報

告
書

の
公

開
も

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
現

行
の

取
扱

い
を

継
続

す
る

。

５
　

飲
食

を
伴

う
懇

談
会

後
の

宿
泊

費

○
飲

食
を

伴
う

懇
談

会
後

の
宿

泊
費

に
つ

い
て

充
当

を
認

め
る

べ
き

。

・
　

全
国

の
状

況
を

見
る

と
、

　
　

県
内

で
の

飲
食

を
伴

う
懇

談
会

後
の

宿
泊

費
を

認
め

て
　

　
い

る
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 ２

２
県

 　
　

　
　

※
２

２
県

中
、

１
６

県
が

政
務

活
動

で
あ

る
会

議
等

と
　

　
　

　
　

　
一

体
性

・
連

続
性

の
あ

る
懇

談
会

で
あ

る
こ

と
を

、
　

　
　

　
　

　
１

９
県

が
宿

泊
す

る
こ

と
に

つ
い

て
の

社
会

通
念

　
　

　
　

　
　

上
の

合
理

性
や

必
要

性
を

条
件

と
し

て
い

る
　

　
　

 認
め

て
い

な
い

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
 　

  
  

 　
１

６
県

　
　

　
 不

明
・
無

回
答

  
  

  
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
  

　
　

　
　

９
県

・
　

本
県

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

で
は

、
県

内
で

の
飲

食
を

伴
う

懇
談

会
後

の
宿

泊
費

に
つ

い
て

、
次

の
両

方
の

条
件

も
満

た
す

場
合

に
認

め
て

お
り

、
全

国
の

大
勢

に
近

い
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

①
調

査
研

究
や

意
見

交
換

を
主

な
目

的
と

す
る

会
合

と
一

体
性

・
連

続
性

の
あ

る
懇

談
会

に
出

席
す

る
場

合
②

懇
談

会
の

終
了

時
間

や
そ

の
時

間
の

公
共

交
通

機
関

の
有

無
な

ど
を

考
慮

し
て

、
帰

宅
す

る
よ

り
も

宿
泊

す
る

方
が

合
理

的
と

認
め

ら
れ

る
場

合

・
　

現
在

の
ル

ー
ル

で
も

、
政

務
活

動
と

し
て

の
要

件
を

満
た

し
、

宿
泊

の
合

理
性

や
必

要
性

が
あ

る
場

合
に

は
充

当
で

き
る

た
め

、
現

行
の

取
扱

い
を

継
続

す
る

。

政
策

検
討

協
議

会
に

お
け

る
政

務
活

動
費

に
つ

い
て

の
検

討
結

果

３
　

キ
ャ

ン
セ

ル
料

○
や

む
を

得
な

い
事

情
が

あ
る

場
合

、
旅

費
等

の
キ

ャ
ン

セ
ル

料
へ

の
充

当
を

認
め

る
べ

き
。

・
　

全
国

の
状

況
を

見
る

と
、

　
　

キ
ャ

ン
セ

ル
料

の
充

当
を

認
め

て
い

る
県

　
　

２
６

県
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　

認
め

て
い

な
い

県
　

　
４

県
　

　
そ

の
他

（
ル

ー
ル

な
し

、
不

明
等

）
　

　
　

　
　

　
１

７
県

・
　

キ
ャ

ン
セ

ル
料

へ
の

充
当

は
、

２
６

県
で

認
め

ら
れ

て
い

る
。

・
　

参
考

と
な

る
例

と
し

て
、

神
奈

川
県

議
会

で
は

充
当

で
き

る
場

合
を

以
下

の
よ

う
に

ル
ー

ル
化

し
て

い
る

。
【
神

奈
川

県
議

会
　

政
務

活
動

費
の

指
針

】
キ

ャ
ン

セ
ル

料
  

次
に

掲
げ

る
理

由
に

よ
り

政
務

活
動

を
中

止
し

た
場

合
は

、
当

該
中

止
に

伴
っ

て
生

じ
る

キ
ャ

ン
セ

ル
料

に
政

務
活

動
費

を
充

当
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

。
　

な
お

、
そ

の
場

合
は

、
支

出
伝

票
の

備
考

欄
等

に
該

当
す

る
理

由
を

記
載

す
る

も
の

と
す

る
。

ⅰ
）
公

務
に

よ
る

場
合

ⅱ
）
議

員
本

人
の

疾
病

や
怪

我
に

よ
る

場
合

ⅲ
）
議

員
の

配
偶

者
並

び
に

２
親

等
以

内
の

血
族

及
び

姻
族

の
疾

病
や

怪
我

の
た

め
、

  
  
 議

員
本

人
が

そ
の

世
話

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

場
合

ⅳ
）
議

員
の

配
偶

者
並

び
に

３
親

等
以

内
の

血
族

及
び

姻
族

の
葬

儀
に

出
席

す
る

場
合

ⅴ
）
政

務
活

動
を

行
う

地
域

又
は

本
県

に
お

い
て

、
災

害
（
テ

ロ
、

暴
動

を
含

む
。

）
が

  
  
 発

生
し

、
又

は
発

生
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
ⅵ

）
悪

天
候

に
よ

る
場

合
ⅶ

）
政

務
活

動
の

相
手

方
の

都
合

に
よ

る
場

合
ⅷ

）
そ

の
他

社
会

通
念

上
や

む
を

得
な

い
も

の
と

議
長

が
認

め
る

場
合

・
　

明
確

な
ル

ー
ル

の
も

と
に

充
当

を
認

め
る

こ
と

は
、

社
会

通
念

上
も

認
め

ら
れ

、
ま

た
積

極
的

に
政

務
活

動
を

企
画

す
る

こ
と

に
も

つ
な

が
る

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
充

当
の

ル
ー

ル
を

設
け

る
。

（
マ

ニ
ュ

ア
ル

改
正

案
：
別

紙
の

と
お

り
）

４
　

自
家

用
車

の
リ

ー
ス

料

○
次

の
点

に
つ

い
て

ル
ー

ル
化

が
必

要
。

・
リ

ー
ス

終
了

後
の

所
有

権
移

転
・
リ

ー
ス

額
の

上
限

・
　

全
国

で
は

リ
ー

ス
料

の
充

当
を

認
め

て
い

る
３

０
県

の
う

ち
、

　
　

（
１

）
所

有
権

の
移

転
を

制
限

し
て

い
る

県
 　

　
　

　
　

　
２

５
県

　
　

（
２

）
リ

ー
ス

料
の

充
当

額
の

上
限

を
設

け
て

い
る

県
 １

４
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
①

年
間

8
0
万

円
　

　
　

　
　

　
　

　
  

  
　

　
　

　
３

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

②
毎

月
5
万

円
又

は
年

間
6
0
万

円
  

　
  

  
６

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

③
年

間
5
万

円
又

は
年

間
6
0
万

円
未

満
  

５
県

　
 （

３
）
車

種
に

つ
い

て
規

定
（
「
社

会
通

念
上

妥
当

な
車

種
」

　
　

　
　

等
）
し

て
い

る
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 ４
県

・
　

全
国

都
道

府
県

議
会

議
長

会
事

務
局

の
「
政

務
活

動
費

の
運

用
に

係
る

考
え

方
」

「
車

両
の

リ
ー

ス
料

を
政

務
活

動
費

の
対

象
と

す
る

場
合

は
、

①
資

産
形

成
に

つ
な

が
ら

な
い

よ
う

当
該

車
両

の
所

有
権

を
取

得
し

な
い

契
約

で
あ

る
、

②
車

種
が

社
会

通
念

上
妥

当
な

も
の

で
あ

る
、

（
中

略
）
な

ど
が

必
要

で
あ

る
と

考
え

る
。

（
中

略
）
な

お
、

リ
ー

ス
車

両
の

種
類

も
様

々
で

あ
り

、
リ

ー
ス

料
も

一
律

で
な

い
こ

と
か

ら
、

按
分

に
当

た
っ

て
は

按
分

比
率

の
上

限
や

限
度

額
の

基
準

を
設

定
す

る
こ

と
も

考
え

ら
れ

る
。

」

・
　

所
有

権
移

転
、

車
種

・
リ

ー
ス

料
の

い
ず

れ
も

、
本

県
で

は
特

段
の

ル
ー

ル
が

な
い

状
況

。

・
　

政
務

活
動

費
が

資
産

形
成

に
充

て
ら

れ
る

と
見

ら
れ

る
お

そ
れ

が
あ

る
た

め
、

リ
ー

ス
車

両
の

所
有

権
移

転
は

で
き

な
い

こ
と

を
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
規

定
す

る
。

・
　

車
種

に
つ

い
て

は
ル

ー
ル

の
設

定
や

運
用

が
難

し
い

た
め

、
リ

ー
ス

料
に

上
限

を
設

け
る

こ
と

す
る

。
金

額
に

つ
い

て
は

、
充

当
状

況
等

に
鑑

み
、

月
額

（
維

持
補

修
費

を
除

き
、

政
務

活
動

走
行

距
離

に
よ

る
按

分
前

の
額

）
６

万
円

と
す

る
。

（
マ

ニ
ュ

ア
ル

改
正

案
：
別

紙
の

と
お

り
）

別
紙

２
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「
政
務
活
動
費
に
つ
い
て
（
使
途
基
準
マ
ニ
ュ
ア
ル
）
」
新
旧
対
照
表
（
案
）

 

新
 

旧
 

１
～
６
 
（
略
）

 
７

 
項
目
別
指
針

 
 

（
１
）
調
査
研
究
費

 
 

 
 
①
 
交
通
費
・
宿
泊
費

 
（
ア
）
～
（
ク
）
 
（
略
）

 
（
ケ
）
キ
ャ
ン
セ
ル
料

 
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
政
務
活
動
を
中
止
し
た
と
き
は
、
当
該
中

止
に

伴
っ

て
生

じ
る

キ
ャ

ン
セ

ル
料

に
政

務
活

動
費

を
充

当
す

る
こ

と

が
で
き
る
も
の
と
し
ま
す
。

 
た
だ
し
、
会
派
及
び
議
員
の
責

め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
に
限

り
ま
す
。

 
領
収
書
の
写
し
を
添
付
し
、
添
付
様
式
に
キ
ャ
ン
セ
ル
の
理
由
を
記
載

し
ま
す
。

 
ⅰ
）
公
務
に
よ
る
場
合

 
ⅱ
）
議
員
本
人
の
疾
病
や
怪
我
に
よ
る
場
合

 
ⅲ
）
議
員
の
配
偶
者
並
び
に
２
親
等
以
内
の
血
族
及
び
姻
族
の
疾
病
や

怪
我

の
た

め
議

員
本

人
が

そ
の

世
話

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

場

合
 

ⅳ
）
議
員
の
配
偶
者
並
び
に
３

親
等
以
内
の
血
族
及
び
姻
族
の
葬
儀
に

出
席
す
る
場
合

 
ⅴ
）
政
務
活
動
を
行
う
地
域
又
は
本
県
に
お
い
て
、
災
害
（
テ
ロ
、
暴

動
、
大
規
模
感
染
症
を
含
む
。）

が
発
生
し
、
又
は
発
生
す
る
お
そ
れ

が
あ
る
場
合

 
ⅵ
）
悪
天
候
に
よ
る
場
合

 
ⅶ
）
政
務
活
動
の
相
手
方
の
都
合
に
よ
る
場
合

 
ⅷ
）
そ
の
他
社
会
通
念
上
や
む

を
得
な
い
も
の
と
議
長
が
認
め
る
場
合

 
 

 
 
 
②
～
④
 
（
略
）

 
（
２
）
～
（
８

）（
略
）

 

１
～
６
 
（
略
）

 
７
 
項
目
別
指
針

 
 
（
１
）
調
査
研
究
費

 
 
 
 
①
 
交
通
費
・
宿
泊
費

 
（
ア
）
～
（
ク
）
 
（
略
）

 
  

  
  

  
（
追
加
）

 
                        
 
 
②
～
④
 
（
略
）

 
（
２
）
～
（
８
）（

略
）

 
 

-10-



新
 

旧
 

（
９
）
事
務
費

 
 

 
 
①
 
備
 
品

 
政
務

活
動
に
関
連
が
あ
る
だ
け
で
は
認
め
ら
れ
ず
、
政
務
活
動
に
直
接
使
用

さ
れ
、
有
用
性
の
高
い
備
品
に
限
ら
れ
ま
す
。

 
 

 
 
 
（
ア
）
自
家
用
車

 
自

家
用

車
の

購
入

費
用

を
政

務
活

動
費

に
充

当
す

る
こ

と
は

認
め

ら

れ
ま
せ
ん
。

 
自
動
車
リ
ー
ス
料
は
認
め
ら
れ

ま
す
が
、
リ
ー
ス
料
の
月
額
（
維
持
補

修
費
を
除
く
）
の
上
限
を
６
万
円

と
し
、
適
切
な
比
率
で
按
分
し
て
充
当

し
ま
す
。

 
な
お
、
リ
ー
ス
期
間
満
了
後
又

は
途
中
で
、
当
該
リ
ー
ス
車
両
の
所
有

権
が
、
有
償
、
無
償
に
か
か
わ
ら
ず
、
議
員
側
に
移
転
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
場
合
は
、
リ
ー
ス
料
へ
の

政
務
活
動
費
の
充
当
は
で
き
な
い
も
の

と
し
ま
す
。

 
領
収
書
の
写
し
を
添
付
し
ま
す
。

 
 

②
～
④
 

（
略
）

 
（

10
）（

略
）

 
 ８

 
（
略
）

 

（
９
）
事
務
費

 
 
 
 
①
 
備
 
品

 
政
務
活
動

に
関
連
が
あ
る
だ
け
で
は
認
め
ら
れ
ず
、
政
務
活
動
に
直
接
使
用

さ
れ
、
有
用
性
の
高
い
備
品
に
限
ら
れ
ま
す
。

 
 
 
 
 
（
ア
）
自
家
用
車

 
自

家
用

車
の

購
入

費
用

を
政

務
活

動
費

に
充

当
す

る
こ

と
は

認
め

ら

れ
ま
せ
ん
。

 
自
動

車
リ
ー
ス
料
は
認
め
ら
れ
ま
す
が
、
リ
ー
ス
料
の
月
額
（
維
持
補

修
費
を
除
く
）
の
上
限
を
６
万
円
と
し
、
適
切
な
比
率
で
按
分
し
て
充
当

し
ま
す
。

 
（
追

加
）

 
   領
収

書
の
写
し
を
添
付
し
ま
す
。

 
  
 
 
②
～
④
 
（
略
）

 
（

10
）（

略
）

 
 ８
 
（
略
）
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「
政

務
活

動
費

に
つ

い
て

（使
途

基
準

マ
ニ

ュ
ア

ル
）」

新
旧

対
照

表
（案

） 

新
 

旧
 

１
～

６
 
（

略
）

 
７

 
項

目
別

指
針

 
 

（
１

）
調

査
研
究
費

 
 

 
 

①
 

交
通
費
・
宿
泊
費

 
（

ア
）
～
（
キ
）
 
（
略
）

 
（

ク
）
宿
泊
料
金

 
１
泊
あ
た
り
の
充
当
の
上
限
を

、
１

３
，

７
０
０

円
と
し
ま

す
。

 
こ

の
上

限
額

は
、

大
分

県
議

会
議

員
の

議
員

報
酬

及
び

費
用

弁
償

条
例
第
８
条
（
職
員
等
の
旅
費
に
関

す
る

条
例
を

準
用
）
を

基
準

に
し

て
お

り
、

１
泊

２
食

に
相

当
す

る
額

に
よ

り
判

断
す

る
こ

と
に

な
り

ま
す
。

 
た
だ
し
、
上
記
上
限
額
に
よ
り

宿
泊

す
る

こ
と
が

、
当
該
調

査
研

究

活
動

に
お

け
る

特
別

の
事

情
に

よ
り

困
難

で
あ

る
場

合
、

社
会

通
念

上
妥

当
と

考
え

ら
れ

る
範

囲
内

で
政

務
活

動
費

を
充

当
で

き
ま

す
。

こ
の

場
合

の
特

別
の

事
情

は
、

職
員

等
の

旅
費

の
例

に
準

じ
る

こ
と

と
し
ま
す
。
 

上
記
に
該
当
す
る
場
合
、
領
収

書
等

の
添

付
様
式

に
、
特
別

の
事

情

に
該

当
し

上
限

額
内

で
の

宿
泊

が
困

難
な

理
由

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
ま
す
。

 
食
事
場
所
は
、
宿
泊
場
所
と
同
一

施
設
に

限
定
さ

れ
ま
せ
ん

が
、
夕

食
代
に
酒
代
が
含
ま
れ
る
場
合
は

、
酒
代

を
除
く

必
要
が
あ

り
ま

す
。 

  
 
 
 
 
 
（
以
下
、
略
）

 
 

１
～

６
 
（

略
）

 
７

 
項

目
別

指
針

 
 

（
１

）
調

査
研
究

費
 

 
 

 
①
 

交
通
費

・
宿
泊
費

 
（

ア
）

～
（
キ
）
 
（
略
）

 
（

ク
）

宿
泊

料
金

 
１

泊
あ
た
り
の
充
当
の
上
限
を
、
１
３
，
７
０
０
円
と
し
ま
す
。

 
こ

の
上

限
額

は
、

大
分

県
議

会
議

員
の

議
員

報
酬

及
び

費
用

弁
償

条
例

第
８
条
（
職
員
等
の
旅
費
に
関
す
る
条
例
を
準
用
）
を
基
準
に
し

て
お

り
、

１
泊

２
食

に
相

当
す

る
額

に
よ

り
判

断
す

る
こ

と
に

な
り

ま
す

。
 

た
だ

し
、

上
記

上
限

額
に

よ
り

宿
泊

す
る

こ
と

が
当

該
政

務
活

動

に
お

け
る

特
別

の
事

情
等

に
よ

り
困

難
で

あ
る

場
合

、
調

査
研

究
活

動
の

必
要

性
を

十
分

考
慮

し
た

う
え

で
、

社
会

通
念

上
妥

当
と

考
え

ら
れ

る
額

の
範

囲
内

の
政

務
活

動
費

を
充

当
で

き
ま

す
。

当
該

特
別

の
事

情
等
は
、
職
員
の
例
に
準
じ
る
こ
と
と
し
ま
す
。
上
記
に
該
当
す

る
場

合
、
領
収
書
等
の
添
付
様
式
に
、
調
査
研
究
活
動
の
必
要
性
、
特

別
の

事
情

等
に

該
当

し
上

限
額

内
で

の
宿

泊
が

困
難

な
理

由
等

を
記

入
す

る
と
と
も
に
、
特
別
の
事
情
等
に
該
当
す
る
こ
と
を
確

 
食

事
場
所
は
、
宿
泊
場
所
と
同
一
施
設
に
限
定
さ
れ
ま
せ
ん
が
、
夕

食
代

に
酒
代
が
含
ま
れ
る
場
合
は
、
酒
代
を
除
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

  
 
 
 
 
 
（
以
下
、
略
）

 
  

 

別
紙
３
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一般質問・質疑の取扱いについて

１ 一般質問の方法、時間の申合せ（昭和５８年６月２７日 議会運営委員会決定）

（１）申合せ

昭和５４年第２回定例会～昭和５８年第１回定例会 申合せ 議会運営申し合せ事項（昭和５８年６月２７日申合せ）

・希望者全員 ○質問の方法について

一般質問は３日間、１２人（会派に割当て）を原則とする。

・おおむね２０分 ○質問時間

・再質問おおむね５分 質問時間は１人２５分以内（答弁時間は含まず）、再質問

は５分以内とする。

（※運営要領等資料が不明なため、内容のみ記載）

（２）申合せの考え方

・質問者数は、全議員に年間１人１回、質問の機会を確保するためには、４８回が必要であり、これを４回に分けると一会期

１２回、１２人となるので、これを所属議員数により比例按分し、各会派の質問者数とする。

２ 質疑の時間及び発言通告書提出時期の申合せ（平成１１年７月１６日 議会運営委員会決定）

（１）議会運営要領

改正前（平成１１年７月６日議運決定） 改正後（平成１１年７月１６日議運決定）

（新 設） ６．質疑について

当該定例会において一般質問枠のない会派（無所属を含む）

の議員が行う質疑については、１会派当り１０分以内（答弁

時間は含まない）とし、その時間内で再質疑を行うことがで

きる。

（２）議会運営申合せ事項

改正前（平成１１年７月６日議運決定） 改正後（平成１１年７月１６日議運決定）

２．発言通告書及び質問時間 ２．発言通告書及び質問時間

（１）発言通告書は、一般質問及び代表質問については質問 （１）発言通告書は、一般質問及び代表質問については質問

開始日の前々日（前々日が休日のときは当該休日の前日） 開始日の前々日（前々日が休日のときは当該休日の前日）

の正午まで、 の正午まで、一般質問枠のない会派（無所属を含む）が

行う知事提出議案に対する質疑については質疑日の前々

日の正午まで、先議案件、議員提出議案、委員長報告に

質疑及び討論についてはあらかじめ事務局議事課 対する質疑及び討論についてはあらかじめ事務局議事課

に提出する。 に提出する。

（２） （略） （２） （略）

（３）質問 時間の計測については残時間表示器で行 （３）質問及び質疑時間の計測については残時間表示器で行

い、質問 時間終了時にブザーで告知する。 い、質問及び質疑時間終了時にブザーで告知する。

-13-
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議会運営要領の変遷（質問時間、質問人数等）

質 問 者 数 議 運 申 し 合 わ せ
年 回 代表 準代表 一般 代 表 質 問 一 般 質 問
５０ ２ ３ １１

３ ８
４ １１

５１ １ ３ １０
２ １２
３ １０
４ １１ 交渉団体から１人ずつ 希望者全員

５２ １ ３ ８
２ ７ ６０分 ２０分
３ ９
４ １０

５３ １ ３ ６
２ ９
３ １０
４ １０

５４ １ ５
２ ４ １２
３ ９
４ １５

５５ １ ４ １５
２ １３
３ １３ 希望者全員
４ １２ 交渉団体から１人ずつ

５６ １ ４ １３ おおむね２０分
２ １３ ６０分以内
３ １２ 再質問おおむね５分
４ １３

５７ １ ４ １０
２ １２
３ １０
４ １２

５８ １ ９
２ ４ ２ ７ 凖 代 表 質 問
３ １２
４ ６

５９ １ ３ ２ １１ 交渉団体から１人 交渉団体以外の小 １２人(会派に割当)
２ １２ ずつ 会派から１人ずつ
３ １１ ２５分以内
４ １２ ６０分以内 ４０分

６０ １ ３ ２ １１ 再質問５分以内
２ １１
３ １１
４ １２

６１ １ ３ ２ ９
２ １２
３ １０
４ １２

６２ １ １１
２ ３ １２ 交渉団体から１人ずつ
３ １２
４ １２ ６０分以内

６３ １ ３ １１
２ １１
３ １２ １２人（会派に割当）
４ １２

１ １ ３ １１ 交渉団体から１人ずつ ２５分以内
２ １２
３ １２ ５０分以内 再質問５分以内
４ １２

２ １ ２ １１
２ １２
３ １２
４ １２

３ １ １１
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質 問 者 数 議 運 申 し 合 わ せ
年 回 代表 準代表 一般 代 表 質 問 一 般 質 問
３ ２ ２ １２

３ １２
４ １２ １２人（会派に割当）

４ １ ２ １２
２ １２ ２５分以内
３ １２
４ １２ 交渉団体から１人ずつ 再質問５分以内

５ １ ２ １２
２ １２ ５０分以内
３ １０
４ １２ １２人（会派に割当）

６ １ ２ １２
２ １２ ２５分以内
３ １２
４ １２ 再質問１０分以内、残時間で

７ １ １０ 再々質問も可
２ ３ １２
３ １２
４ １２

８ １ ３ １２
２ １２
３ １１ １２人（会派に割当）
４ １２ 交渉団体から１人ずつ

９ １ ３ １２ ２５分以内
２ １２ ５０分以内
３ １２ 再質問１０分以内、残時間で
４ １２ 再々質問も可

１０ １ ３ １２
２ １２
３ １２
４ １２

１１ １ １２
２ ３ １２
３ １２ １２人（会派に割当）
４ １２

１２ １ ３ １１ ２５分以内
２ １２
３ １２ 交渉団体から１人ずつ 再質問１０分以内、残時間で
４ １２ 再々質問も可

１３ １ ３ １２ ５０分以内
２ １２ （議案に対する質疑は、１会派
３ １２ １０分以内）
４ １２

１４ １ ３ １２
２ １２
３ １２
４ １２

１５ １ １２
２ ４ １２
３ １２ １２人（会派に割当）
４ １２

１６ １ ４ １２ ２５分以内
２ １２ 交渉団体から１人ずつ
３ １２ 再質問１０分以内、残時間で
４ １２ ５０分以内 再々質問も可

１７ １ ５ １２
２ １２ （議案に対する質疑は、１会派
３ １２ １０分以内）
４ １２

１８ １ ５ １２
２ １２
３ １２
４ １２

１９ １ １２
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質 問 者 数 議 運 申 し 合 わ せ
年 回 代表 準代表 一般 代 表 質 問 一 般 質 問
１９ ２ ３ １２

３ １２ 同 上
４ １２

２０ １ ３ １２
２ １２
３ １２ 交渉団体から１人ずつ
４ １２ １２人（会派に割当）

２１ １ ３ １２ ５０分以内
２ １２ ３０分以内、残時間で何度でも
３ １２ 再質問が可
４ １２

２２ １ ３ １２ （議案に対する質疑は、１会派
２ １２ １０分以内）
３ １２
４ １２

２３ １ １２
２ ４ １２
３ １２ １２人（会派に割当）
４ １２

２４ １ ４ １２ ３０分以内、残時間で何度でも
２ １２ 再質問が可
３ １２ 交渉団体から１人ずつ
４ １２ （議案に対する質疑は、１会派

２５ １ ４ １２ ５０分以内 １０分以内）
２ １２
３ １２
４ １２

２６ １ ４ １２
２ １２
３ １２
４ １２

２７ １ １２
２ ３ １２
３ １２
４ １２ 第１回定例会 １２人（会派に割当）

２８ １ １２ ・交渉団体から１人ずつ
２ １２ ・５０分以内 ３０分以内、残時間で何度でも
３ ３ １２ 再質問が可
４ １２

２９ １ ３ １２ 第３回定例会（改選期を除く） （議案に対する質疑は、１会派
２ １２ ・交渉団体から１人ずつ １０分以内）
３ ３ １２ ・３０分以内
４ １２

３０ １ ３ １２
２ １２
３ ３ １２
４ １２

３１ １ １２
１ ２ ３ １２

３ １２ １２人（会派に割当）
４ １２ 第１回定例会

２ １ １２ ・交渉団体から１人ずつ ３０分以内、残時間で何度でも
２ １２ ・５０分以内 再質問が可
３ ３ １２
４ １２ （議案に対する質疑は、１会派

３ １ ３ １２ 第３回定例会（改選期を除く） １０分以内）
２ １２ ・交渉団体から１人ずつ （定例会の先議案件、人事議案、
３ ３ １２ ・３０分以内 議員・委員会提出議案、委員長
４ １２ 報告に対する質疑は、１人

４ １ ３ １２ １０分以内）
２ １２ （臨時会の質疑は、１会派１０分
３ ３ １２ 以内）
４ １２

５ １ １２
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一般質問・質疑に関する申合せ、先例（抜粋） 

 

○議会運営要領（令和元年６月２８日 議会運営委員会決定、令和元年９月１０ 

 日一部改正） 

 ４．一般質問について 

  （１）一般質問は、別表の順位により行う。 

   （２）質問時間は、１人３０分以内とし、答弁を含めておおむね６０分以内と

する。なお、回数の制限は行わない。 

 

 ６．質疑について 

  （１）当該定例会において一般質問枠のない会派（無所属を含む。）の議員が

行う質疑については、１会派当たり１０分以内（答弁時間は含まない。）

とし、回数の制限は行わない。 

  （２）定例会における先議案件、人事議案、議員提出議案、委員会提出議案、

委員長報告に対する質疑は、１人１０分以内（答弁時間は含まない。）と

し、回数の制限は行わない。 

  （３）臨時会における質疑については、１会派（無所属を含む。）当たり１０

分以内（答弁時間は含まない。）とし、回数の制限は行わない。 

 

○議会運営申合せ事項（令和元年６月２８日 議会運営委員会決定） 

 １．一般質問について 

   （１）同一会派内の順位は所属会派で決め、開会日の議会運営委員会で内定す

る。 

   （２）質問者が割当数に満たないときは、その取扱いは議会運営委員会で協議

することができる。 

   （３）質問の順位がきたのに質問しないときは、開会日の議会運営委員会で内

定した順位を順次繰り上げる。 

 

○大分県議会先例集（平成３０年３月） 第２章 発言 第２節  質問・質疑 

 ６６ その日の質問者数は、あらかじめ議会運営委員会で決めるのが例である。 

 ６８ 上程案件に対する質疑は、先議の場合を除き、一般質問と併せて行うのが

例である。 

 ７１ 質問（代表・一般・緊急）は、議会運営委員会の申合せにより行うのが例

である。 

    なお、この申合せは、任期中の申合せ事項として最初の議会運営委員会で

決定するのが例である。 
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政策検討協議会 委員名簿

会 長（副議長） 嶋 幸 一

副会長 木 田 昇 （ 県 民 ク ラ ブ ）

委 員 清 田 哲 也 （ 自 由 民 主 党 ）
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い情報提供による理解の促進が必要であるとの判断の下、県、市町村、関係機関の連携

による普及啓発の推進を旨とする条例案の策定について、意見の一致を見ることができ

ました。 

 条例案の検討にあたっては、がんや難病、認知症の患者団体からもご意見を賜りなが

ら、パブリックコメントによる県民からの意見聴取など約９か月間に亘る検討を経て、

協議会としての条例案（別紙）を完成しております。 

 今後は、令和２年第２回定例会への提案を目指していきます。 

 本県は、これまで「健康寿命日本一」を掲げ、県を挙げた取組を進めてきたところで

すが、この条例の制定により、人生会議の正しい理解の下、県民一人一人が人生の質を

高められ、豊かな人生を送ることのできる大分県の実現に寄与すると期待しております。 

 併せて、成立した条例に基づき、県民に対し効果的な取組が実施されているかチェッ

クしていくことも重要との意見もありました。 

   

２ 政務活動費について 

  政務活動費については、議員活動の活発化に資するという趣旨に基づき、透明性の確

保や向上を図るため、次の５項目について過去の経緯や全国状況を踏まえ議論していま

す。このうち（３）キャンセル料、（４）自家用車のリース料については、一定の基準

を設ける方向となりましたが、結論までには至っておらず、来年度早々の決定に向けて

引き続き調査・検討を行います。 

 （１）自家用車の燃料代 

 （２）海外調査 

 （３）キャンセル料 

 （４）自家用車のリース料 

 （５）飲食を伴う懇談会後の宿泊費 

 

３ 海外調査研究について 

 県議会議員に対する海外調査研究に関する意向調査結果を踏まえ、今後、海外での調

査目的の整理を行うとともに適切な調査先の選定を進め、議員の海外調査研究の実施に

向けて引き続き検討していきます。 

 

４ 一般質問・質疑の在り方について 

 一般質問・質疑については、現在の議会運営要領等の内容と運営要領の変遷などを踏

まえ、議論を行いました。 

 今任期中については、令和元年６月に議会運営委員会で決定した要領等により行われ

ることとなりますが、来任期に向けて、今後も時間をかけて議論を進めていきます。  
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令和元年度政策検討協議会 開催経過 
 

 
第１回 日 時：令和元年７月 30 日（火） 
    議 題：設置運営要領、副会長選任、検討テーマ、今後のスケジュールの協議 
 
第２回 日 時：令和元年８月 30 日（金） 
    議 題：人生会議に関する現状・取組について 
                （医療政策課長説明） 
 
第３回 日 時：令和元年９月 26 日（木） 
    議 題：ＡＣＰ(ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ･ｹｱ･ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ)に係る関係者の意見聴取について 
                （県医師会常任理事 井上 雅公 氏） 
 
第４回 日 時：令和元年 10 月 10 日（木） 
    議 題：ＡＣＰ(ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ･ｹｱ･ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ)に係る関係者の意見聴取について 
                （県老人福祉施設協議会長 髙橋 とし子 氏） 
 
第５回 日 時：令和元年 11 月６日（水） 
    議 題：人生会議に係る調査研究経過について 
        議員による政策条例と政策提言の違いについて 
        手法（政策条例または政策提言）の決定について 
 
第６回 日 時：令和元年 11 月 25 日（月） 
    議 題：豊かな人生を送るために「人生会議」の普及啓発を推進する条例 
        （仮称）案について 
 
第７回 日 時：令和元年 12 月 11 日（水） 
    議 題：豊かな人生を送るために「人生会議」の普及啓発を推進する条例 
        （仮称）案について 
        政務活動費について 
 
第８回 日 時：令和２年１月 14 日（火）  
    議 題：豊かな人生を送るために「人生会議」の普及啓発を推進する条例 
        （仮称）案のパブリックコメントの実施について 
        政務活動費について 
                一般質問・質疑の在り方について 
 
【パブリックコメントの実施：令和２年２月３日（月）～令和２年３月２日（月）】 
 
第９回 日 時：令和２年３月 11 日（水）   
    議 題：豊かな人生を送るために「人生会議」の普及・啓発を推進する条例 
        （仮称）案のパブリックコメントに対する回答案等 
                政務活動費について 

海外調査研究について 
中間報告書（案）について 

                 
第 10 回 日 時：令和２年３月 25 日（水）   
     議 題：政務活動費について 

中間報告書（案）について 
来年度の活動について 
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                                                                        別 紙  

 

豊かな人生を送るために「人生会議」の普及啓発を推進する条例

案 

 

 （前文） 

 可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けていく

ことは多くの県民の願いであり、そのためには住まい・医療・介

護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム

の構築を進めることが非常に重要となる。 

 地域包括ケアシステムの構築・充実を図るには、医療・介護等

の専門職のみならず、そこで暮らす住民の理解、協力が必須であ

り、「人生会議」に対する理解が広がることにより、地域での関

心がさらに高まると考えられる。 

 国が普及啓発を進める「人生会議」は、本人が希望する医療や

ケアなどを受けるために大切にしていることや望んでいること、

どこでどのような医療やケアを望むかなどについて、自分自身で

前もって考え、家族や友人など周囲の信頼する人たちと何度も話

し合い、しっかりと共有する取組である。 

 本県は、これまで「健康寿命日本一」を掲げ、県を挙げた取組

を進めてきたところであるが、ここに、より一層県民一人一人の

人生の質を高め、全ての県民が豊かな人生を送ることのできる大

分県を目指し、この条例を制定する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、県、市町村及び関係機関が連携・協力し、

人生会議に関する普及啓発を広く推進することにより、人生会議

に対する県民の理解を深めることを目的とする。 

 

 （関係機関） 

第２条 この条例において「関係機関」とは、医療機関（医療法(昭

和２３年法律第２０５号)第１条の５第１項に規定する病院又は

同条第２項に規定する診療所をいう。）、老人福祉施設（老人福
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祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する老人福

祉施設をいう。）その他の人生会議に関係する機関・施設等をい

う。 

 

 （普及啓発の推進等） 

第３条 県は、リーフレットの配布、セミナーの開催等の手段に

より、広く県民に対して人生会議に関する普及啓発を行うものと

する。 

２ 県は、前項の普及啓発を推進するに当たっては、次に掲げる

点に留意するものとする。 

（１）人生会議は、本人の主体的な意思によりなされるものであ

り、取組を行う又は行わないことを強制されるものではないこ

と。 

（２）日々の暮らしの中で、誰もが日常的に話し合える環境づく

りを進めることが重要であり、知りたくない、考えたくないな

ど、各人の意思について十分配慮する必要があること。 

 

 （人材の育成） 

第４条 県は、地域における人生会議に関する普及啓発を担う人

材を養成するため、市町村及び関係機関の職員等に対し、知識の

習得、理解の促進のための研修等必要な取組を行うものとする。 

 

 （市町村及び関係機関の役割等） 

第５条 市町村及び関係機関は、県が実施する人生会議に関する

普及啓発に連携・協力するとともに、各々創意工夫した人生会議

に関する普及啓発を行うよう努めるものとする。 

２ 関係機関は、本人や本人を身近で支える家族等に対し、人生

会議に関する適切な情報を提供する等の支援を行うよう努める

ものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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